
 

  森林法（昭和 26 年法律第 249 号）第 10 条の２第１項の規定に基づき、開発行為の許可をしたので、鳥取県林

地開発条例（平成 17 年鳥取県条例第 96 号）第 16 条の規定により次のとおり公表する。 

 

  平成 19 年２月６日 

 

                                        鳥取県農林水産部森林保全課長  嶋 沢 和 幸   

 

土地の面積 開発者の氏名
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代表者の氏名 

開発者の

住所又は

主たる事

務所の所

在地 

開 発 行

為 を 行

う 土 地

の 所 在

地 

開発行

為の目

的 

開 発 事

業 区 域

の 土 地

の面積 

開発行為
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とする森

林の土地

の面積 

開 発 行

為 に 係

る 森 林

の 土 地

の面積 

開 発 行 為

の工期 

開 発 行 為

の 許 可 年

月日 

生山礦業株式

会社 

代表取締役 

澤田 信介 

日野郡日

南町丸山

340－１ 

日 野 郡

日 南 町

丸山、霞

地内 

岩石の

採取 

14.8023

ヘ ク タ

ール 

9.3399 ヘ

クタール

4.9256

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

５ 月 ８ 日

か ら 平 成

23年 5月 7

日まで 

平成 18 年

５月８日 

有限会社松建

工業 

代表取締役 

松川 俊之 

鳥取市津

ノ井 610 

鳥 取 市

細 見 地

内 〃 

2.5820

ヘ ク タ

ール 

2.4699 ヘ

クタール

1.3846

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

６月 28 日

か ら 平 成

21 年２月

26 日まで 

平成 18 年

６月 28 日

株式会社丸福 

代表取締役 

福吉 正博 

牧野 清造 

米子市淀

江町佐陀

712－２ 

西 伯 郡

伯 耆 町

父原、三

部、二部

地内 

真砂土

の採取

31.5667

ヘ ク タ

ール 

31.4125

ヘクター

ル 

17.2969

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

７ 月 ６ 日

か ら 平 成

23 年５月

17 日まで 

平成 18 年

７月６日 

株式会社西日

本鉱業 

代表取締役 

西村 信義 

鳥取市気

高町新町

３－26 

鳥 取 市

有 富 地

内 

岩石の

採取 

46.9372

ヘ ク タ

ール 

45.1038

ヘクター

ル 

33.8343

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

７月 14 日

か ら 同 年

12 月 26 日

まで 

平成 18 年

７月 14 日

大蔵建設有限

会社 

代表取締役 

勝田 達雄 

鳥取市青

谷町早牛

22－15 

鳥 取 市

青 谷 町

大 坪 地

内 

真砂土

の採取

2.2978

ヘ ク タ

ール 

2.2543 ヘ

クタール

1.6208

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

９月 12 日

か ら 平 成

21 年 12 月

12 日まで 

平成 18 年

９月 12 日

生山礦業株式

会社 

代表取締役 

澤田 信介 

日野郡日

南町丸山

340－１ 

日 野 郡

日 南 町

花 口 地

内 

真砂土

の採取

及びス

ポーツ

施設造

成 

14.1261

ヘ ク タ

ール 

14.1261

ヘクター

ル 

8.0955

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

12 月５日

か ら 平 成

23 年 12 月

４日まで 

平成 18 年

11 月 20 日



中部砂利生産

協同組合 

理事長 

高力 修一 

倉吉市東

巌城町 12 

東 伯 郡

三 朝 町

大 字 福

本、福山

地内 

真砂土

の採取

17.7406

ヘ ク タ

ール 

17.7406

ヘクター

ル 

9.8375

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

11 月 20 日

か ら 平 成

20 年 11 月

19 日まで 

〃 

株式会社西日

本鉱業 

代表取締役 

西村 信義 

鳥取市気

高町新町

３－26 

鳥 取 市

有 富 地

内 

岩石の

採取 

46.9372

ヘ ク タ

ール 

45.1038

ヘクター

ル 

35.2472

ヘ ク タ

ール 

平成 18 年

12 月 27 日

か ら 平 成

19 年 12 月

26 日まで 

平成 18 年

12 月 26 日

 


